
 

別添３－１ 

総価契約単価合意方式（包括的単価個別合意方式）実施要領 

【令和 4年 4月 1日以降に契約締結するものから適用】 

１．目的 

総価契約単価合意方式は、工事請負契約における受発注者間の双務性の向上の観点か

ら、請負代金額の変更があった場合における変更金額や出来形払金額の算定を行う際に

用いる単価等をあらかじめ協議し、合意しておくことにより、設計変更や出来形払に伴

う協議の円滑化に資することを目的として実施するものとする。 

２．対象工事 

総価契約単価合意方式の対象工事は、工事種類が土木工事、鉄骨鉄けた工事、軌道工

事及びプレストレストコンクリート工事であって、予定価格が 400万円を超える工事と

する。 

３．実施方式 

(1) 総価契約単価合意方式は、包括的単価個別合意方式（工事等数量総括表の細別の単

価に請負代金比率を乗じて得た各金額について合意する方式）により行うものとする。 

(2) (1)の請負代金比率は、次の算式により得られる数値とする。

請負代金比率 ＝ 落札金額 ÷ 工事価格 

４．対象工事である旨の明示 

(1) 総価契約単価合意方式の対象工事である旨の明示は、次に掲げる契約方式ごとにそ

れぞれ次に掲げる書面への記載（電磁的記録を含む。）により行うものとする。 

一般競争入札の場合 ： 入札公告及び入札説明書 

指名競争入札の場合 ： 指名通知書 

随意契約の場合   ： 見積依頼通知書 

(2) (1)の記載は、次に掲げる記載例によるものとする。
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（記載例：入札公告） 

(○) 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工事である。 

（記載例：上記以外） 

(○) 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工事である。本工事では、契約変更等に

おける協議の円滑化に資するため、契約締結後に、受発注者間の協議により総価契

約の内訳としての単価等について合意するものとする。本方式の実施方式は、包括

的単価個別合意方式（工事等数量総括表の細別の単価に請負代金比率を乗じて得た

各金額について合意する方式）によるものとする。 

なお、本方式の実施手続は、当機構ホームページで公開している「総価契約単価

合意方式（包括的単価個別合意方式）実施要領」及び「総価契約単価合意方式（包

括的単価個別合意方式）実施要領の解説」によるものとする。 

 

５．契約書における記載事項 

(1) 第 3条関係（請負金額内訳書、工程表及び単価合意書） 

包括的単価個別合意方式を適用する工事においては、工事請負契約書（以下「契約

書」という。）第 3条第 1項に基づき、受注者から提出される請負金額内訳書（以下

「内訳書」という。）について、受注者との間で単価等を協議した上で合意すること

となる。このため、契約書第 3条に次に掲げる事項を記載するものとする。 

 

（記載例：工事請負契約書） 

（請負金額内訳書、工程表及び単価合意書） 

第３条 （略） 

２～３ （略） 

４ 発注者及び受注者は、第１項の規定による内訳書の提出後、速やかに、当該内訳書に

係る単価を協議し、単価合意書を作成の上合意するものとする。この場合において、協

議がその開始の日から○日以内に整わないときは、発注者がこれを定め、受注者に通知

するものとする。 

５ 受注者は、請負代金額の変更があったときは、当該変更の内容を反映した内訳書を作

成し、○日以内に設計図書に基づいて、発注者に提出しなければならない。 

６ 第４項の規定は、前項の規定により内訳書が提出された場合において準用する。 

７ 第４項（前項において準用する場合を含む。）の単価合意書は、第 26 条第３項の規

定により残工事代金額を定める場合並びに第 30 条第５項、第 40 条第６項及び第 41条

第３項に定める場合（第 25 条第１項各号に掲げる場合を除く。）を除き、発注者及び

受注者を拘束するものではない。 

[注]○の部分には、原則として、「14」と記入する。 

 

 

(2) 第 25条関係（請負代金額の変更方法等） 

本方式を適用する工事における請負代金額の変更に当たっては、単価合意書の記載
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事項を基礎として行うことができるように、契約書第 25 条に次に掲げる事項を記載

するものとする。 

 

（記載例：工事請負契約書） 

（請負代金額の変更方法等） 

第２５条 請負代金額の変更については、次に掲げる場合を除き、第３条第４項（同条第

６項において準用する場合を含む。）の規定により作成した単価合意書の記載事項を基

礎として発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から○日以内に協

議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

(1) 数量に著しい変更が生じた場合。 

(2) 単価合意書の作成の前提となっている施工条件と実際の施工条件が異なる場合。 

(3) 単価合意書に記載されていない工種が生じた場合。 

(4) 前各号に掲げる場合のほか、単価合意書の記載内容を基礎とした協議が不適当であ

る場合。 

２ 前項各号に掲げる場合における請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協

議して定める。ただし、協議開始の日から○日以内に協議が整わない場合には、発注者

が定め、受注者に通知する。 

［注］○の部分には、原則として、「14」と記入する。 

３・４ （略） 

 

 

(3) 第 26条関係（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

本方式を適用する工事において、賃金又は物価の変動に基づき請負代金額を変更する

ときは、変更後の請負代金額の算定に当たり、単価合意書の記載事項に基づき行うこと

ができるように、契約書第 26条に次に掲げる事項を記載するものとする。 

 

（記載例：工事請負契約書） 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第２６条 （略） 

２ （略） 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、単価合

意書の記載事項、物価指数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協

議開始の日から○日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通

知する。 

［注］○の部分には、原則として、「14」と記入する。 

４～８ （略） 

 

(4) 第 30条関係（不可抗力による損害） 

本方式を適用する工事における不可抗力による損害の額の算定に当たっては、単価合
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意書の記載事項に基づき行うことができるように、契約書第 30 条に次に掲げる事項を

記載するものとする。 

 

（記載例：工事請負契約書） 

（不可抗力による損害） 

第３０条 （略） 

２～４ （略） 

５ 損害の額は、次に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより算定す

る。この場合においては、第 25 条第１項各号に掲げる場合を除き、単価合意書の記載

事項に基づき行うものとする。 

(1)～(3) （略） 

６ （略） 

 

(5) 第 40条関係（出来形払） 

本方式を適用する工事における出来形払の額の算定に当たっては、単価合意書の記載事

項に基づき行うことができるように、契約書第 40 条に次に掲げる事項を記載するものと

する。 

 

（記載例：工事請負契約書） 

（出来形払） 

第４０条 （略） 

２～５ （略） 

６ 出来形払金の額は、次の式により算定する。この場合において第１項の請負代金相当

額は、単価合意書の記載事項に基づき定め、第 25 条第１項各号に掲げる場合には、発

注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が第３項前段の通知をした日から○

日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

  出来形払金の額≦Ａ－Ｂ－Ｃ 

  Ａ＝第１項の請負代金相当額 

  Ｂ＝第１項の請負代金相当額×1／10 

  Ｃ＝第 37条第３項の前払金回収額 

［注］○の部分には、原則として、「10」と記入する。 

７ （略） 

 

 

(6) 第 41条関係（部分引渡し） 

本方式を適用する工事における部分引渡しに係る請負代金額の算定に当たっては、指

定部分に相応する請負代金の額を単価合意書の記載事項に基づき行うことができるよ

うに、契約書第 41条に次に掲げる事項を記載するものとする。 
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（記載例：工事請負契約書） 

（部分引渡し） 

第４１条 （略） 

２ 前項の規定により準用される第 35 条第１項の規定により請求することができる部分

引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分に

相応する請負代金の額は、単価合意書の記載事項に基づき定め、第 25 条第１項各号に

掲げる場合には、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の規定に

より準用される第 34 条第１項の検査の結果の通知をした日から○日以内に協議が整わ

ない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額－第 37 条第３項

の前払金回収額 

［注］○の部分には、原則として、「14」と記入する。 

 

 

６．包括的単価個別合意方式における単価合意の方法 

契約書締結直後の単価合意は、契約書第３条第４項の規定に基づき実施する〔５．(1)

の契約書記載例参照〕ほか、以下の手続により実施するものとする。 

(1) 単価合意は、工事等数量総括表に記載の項目について、当初契約の予定価格（変更

契約の場合は機構積算額）に対する請負代金額の比率に基づき、直接工事費、共通仮

設費（積上げ分）、共通仮設費（率分）、現場管理費及び一般管理費等の単価等につ

いて合意するものとする。 

(2) 単価合意書に記載された直接工事費及び共通仮設費（積上げ分）における単価は変

更しないものとする。 

(3) 受注者による内訳書の提出後、単価合意書（様式 1）を作成の上合意するものとす

る。この場合において、発注者において単価表（様式 2）を作成の上、単価合意書に

添付するものとする。 

(4) 単価合意書を作成の上合意したときは、発注者は当該合意書を閲覧に供する方法に

より公表するものとする。この場合においては、公表について、「工事等における入

札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表について」（令和 4 年 3 月 

18 日付け事監契第 220318013 号通達）における予定価格の積算内訳の取扱いに準じ

て行うものとする。 

(5) 請負代金額の変更後の単価合意は、契約書第３条第６項において準用する同条第４

項の規定に基づき実施するものとする。この場合には、単価合意書に記載された直接

工事費及び共通仮設費（積上げ分）の単価は変更しないものとする。 

 

７．包括的単価個別合意方式における請負代金額の変更 

請負代金額の変更に当たっては、契約書第 25 条の規定に従い、単価合意書に記載さ

れた事項を基礎として、請負代金額の変更部分の総額を協議するものとする〔５．(2)
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の契約書記載例参照〕。なお、その際の予定価格の積算に当たっては、以下の(1)及び

(2)に留意するものとする。 

(1) 直接工事費及び共通仮設費（積上げ分）については、単価合意書に記載の単価に基

づき積算するものとする。単価合意書に記載のない単価の取扱いは、以下のとおりと

する。 

・ 契約書第 25 条第１項第１号及び第２号に掲げる場合は、細別（レベル４）の比

率（変更前の機構積算単価に対する合意単価の比率をいう。以下この項において同

じ。）に変更後の機構積算単価を乗じて積算するものとする。 

・ 既存の工種（レベル２）に種別（レベル３）及び細別（レベル４）が追加された

場合は、当該工種（レベル２）の比率に機構積算単価を乗じて積算するものとする。 

・ 工種（レベル２）が新規に追加された場合の直接工事費及び細別（レベル４）が

新規に追加された場合の共通仮設費（積上げ分）については、機構積算単価にて積

算するものとする。 

(2) 共通仮設費（率分）、現場管理費、一般管理費等については、(1)により算出した

対象額（共通仮設費（率分）にあっては直接工事費、現場管理費にあっては純工事費、

一般管理費等にあっては工事原価をいう。）に、変更前の対象額に対する合意金額（合

意金額は変更前の機構積算額に請負代金比率を乗じた金額で算出）の比率及び積算標

準の率式を利用した低減割合を乗じて算出するものとする。 

 

８．印紙税の取扱い 

単価合意書は、印紙税法（昭和 42年法律第 23号）別表第 1第 2号に掲げる請負に関

する契約書で契約金額の記載のないものに該当するとされていることから、電磁的記録

をもって作成される場合を除き、200円の収入印紙の貼付が必要となることに留意する

ものとする。 
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（様式１） 

単 価 合 意 書 

 

 

○○年○○月○○日に契約した○○工事における契約の変更に用いる単価又は金額（契

約単位が一式の項目については単価ではなく金額）について、別添の単価表のとおり合意

する。 

 

以上、単価合意の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者記名押印のうえ各自１

通を保有する。 

 

 

○○年○○月○○日 

 

 

発注者       住  所 

          氏  名                  印 

 

 

受注者       住  所 

          氏  名                  印 
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（様式２） 

別添 

単価表 

工事区分・工種・ 

種別・細別 

規格 契約 

単位 

数量 合意単価 金額 摘要 

○○  式     

○○  式   ○○  

○○  式     

○○ ○○ ○○ ○○ ○○ ○○  

○○  式   ○○  

○○  式     

○○ ○○ ○○ ○○ ○○ ○○  

       

直接工事費  式     

共通仮設費  式     

共通仮設費(積上げ分)  式     

○○  式     

○○  式   ○○  

共通仮設費(率計上)  式   ○○  

純工事費  式     

現場管理費  式   ○○  

工事原価  式     

一般管理費等  式   ○○  

工事価格  式     

消費税相当額  式     

工事費計  式     

 

なお、本単価表に記載のない工種（レベル２）が追加された場合の直接工事費及び本単

価表に記載のない細別（レベル４）が追加された場合の共通仮設費（積上げ分）について

は、変更時の価格を基礎として協議する。 
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